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真の働き方改革の実現に向けて 
 

電機連合 書記長  神保 政史 

 

浅野哲衆議院議員誕生 

第48回衆議院議員選挙において、電機連合組

織内公認候補「浅野さとし（茨城５区）」が、厳

しい情勢の中で比例代表として当選を果たすこ

とができました。 

日本は、経済・財政、安全保障、人口減少、

少子高齢化、格差拡大、働き方改革など早急に

解決しなくてはならない課題が山積しています。 

浅野哲衆議院議員は「新しい力で未来を拓く」

を胸に、石上俊雄、矢田わか子両参議院議員と

ともに、これらの課題に立ち向かい、生活者、

働く者の代表として国政に臨んでいきますので、

皆さんのご支援をよろしくお願いいたします。 

 

労働基準法の精神と現場の実態 

今回の突然の解散で重要法案の国会審議が先

送りにされました。その一つに、私たちの働き

方や生活に影響を及ぼす労働基準法改正をはじ

めとする働き方改革に関連する法案があります。 

私たち労働組合は、働く者の雇用の維持・拡

大と労働条件の改善を使命としていますが、そ

の労働条件の法的な根拠に労働基準法がありま

す。労働基準法は労働者の賃金や労働時間、休

暇などの主な労働条件について、最低限の基準

を定めたものです。 

労働基準法の第一条「労働条件の原則」には、

「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を

営むための必要を充たすべきものでなければな

らない」そして「労働関係の当事者は、この基

準を理由として労働条件を低下させてはならな

いことはもとより、その向上を図るように努め

なければならない」と記されています。この条

文は法の趣旨を謳っており1947年４月の公布以

来、戦後の日本の奇跡的な復興の原動力となっ

た勤勉な労働者の労働条件を下支えしてきまし

た。 

しかしながら、近年、この法の精神が失われ

つつあることに危機感を覚えます。行き過ぎた

利益至上主義から労働に対する意識が変化し、

労働基準法を遵守しない企業や経営者が増加し、

労働環境の劣化をまねいています。一例をあげ

れば、働き方改革で重要課題とされる長時間労

働。労働基準法では労働時間と時間外・休日労

働について定められていますが、適正な管理と

運営がなされずに長時間労働、不払い残業が常

態化している企業が散見されます。長時間労働

により心身の健康を害し、不幸なことに過労死

に至ることも残念ながらあとを絶ちません。ま

た、長時間労働はワーク・ライフ・バランス、

育児・介護と仕事の両立、女性の活躍などの障

壁にもなっています。 

健全な労働環境を構築するのは、労働組合と

して最も重要な役割の一つです。働く者の声を

法律や条例に反映させる取り組みや、春季交渉

などで労働基準法を上回る諸条件を導入し、労

働条件の改善を図ってきたことはその役割を果

たしてきたといえますが、残念ながら運営面に

おいては課題があるといわざるを得ません。 

労使は労働時間を適切に管理し、必要に応じ

て適切な措置を講じなくてはいけませんが、実

態把握を怠り、十分な措置が後手に回り、労働

者の健康面や生活面に影響を及ぼしている実態

を真摯に受け止めて改善を図らなくてはなりま

せん。 

今後、労働基準法が改正される見通しですが、

真の働き方改革の実現に向けては、労使自治の

下で主体的に取り組み、職場実態に応じた制度

構築や業務改善と運営の徹底を強化し、雇用形

態に関わらずすべての労働者が働きがいをもっ

て能力を最大限発揮できる環境を整備しなくて

はなりません。 

電機連合は2017年総合労働条件改善闘争で確

認した「長時間労働の是正をはじめとする働き

方改革に向けた電機産業労使共同宣言」の理念

に基づき、真の働き方改革の実現に向けた取り

組みを一層強化していきます。 

論  点 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先日、ある大学で寄付講座として学生に「働く」ことをイメージできるような講演

をとの依頼があり、大変貴重な機会であると思いお受けした。自分の体験談をベース

に「働くこと」や「労働組合」との関わりなどの話をさせていただいた。学生のみな

さんはとても熱心に話を聞き、色々な質問をいただいた。これから社会に出て、日本

を支えていってくれる若者に大変頼もしさを感じた。 

そのような若者がこれから出る社会の現状はどうなっているのか、そして今後はど

うなっていくのか。本特集では、「人手不足社会とこれからの働き方」と題して、３人

の有識者に寄稿をいただいた。特集１では「人手不足なのになぜ賃金が上がらないの

か」について、特集２では「若年層のミスマッチと労使関係」、特集３では「ＡＩなど

の技術革新が与える労働市場への影響」について紹介する。 

また、羅針盤では障害者雇用の新たな段階に入ることを意味する「平成30年４月か

らの法定雇用率の改定とその課題」について、取りあげている。 

皆さまの活動の一助になれば幸いである。 
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１．賃金の上方硬直性 

 

ハローワークが把握する求職者数に対する企

業の求人件数を意味する有効求人倍率は、2016

年度には1.39倍と、バブル期以来の高水準を記

録した。2017年８月時点の求人倍率は1.52倍と、

単純計算では３件の求人に２人しか求職者がい

ないほどの深刻な人手不足の状態が続いている。 

標準的な経済学の教科書を読んでみると、人

手不足になれば、労働市場の価格調整機能にし

たがい、おのずと賃金は上昇してくると、書か

れているのが通常だ。しかし、現実の日本経済

は、そんな教科書の指摘とは、まったく異なる

状況にある。厚生労働省の調べによれば、現金

給与の実質的な購買力を示す実質賃金は、2016

年に前年より0.7％アップするなど、徐々に上昇

の兆しも見られるという。ただ、それにしても

賃上げのペースは、人手不足の深刻さに比べて

も、非常に弱いというのが、大方の見方だ。 

よく賃金が上がらないのは非正規雇用が増え

たからといわれることがある。雇用者の約４割

を正社員以外が占めるなど、今や非正規雇用は

多くの職場にとって欠かせない存在である。正

社員に比べて、平均すると４割程度も賃金が低

い非正社員が増えると、雇用者全体でみたとき

の平均賃金はたしかに下がることになる。ただ、

非正規雇用の不足が相当であるのならば、非正

社員の賃金はもっと増えてよさそうなものだが、

それほど顕著な上昇はみられない。新規学卒者

の採用内定が増えるなど、正社員の求人も着実

に増えているものの、正社員の賃金も同様に伸

び悩んだままとなっている。 

経済全体でみたときの実質賃金は1990年代以

降、短期的な需給変動にかかわらず、ほとんど

変化が見られないなど、日本の経済は構造的な

問題に陥っている。かつて経済学者ケインズは、

失業が減らない理由として、人手が余っても賃

金が下がらない「下方硬直性」を指摘した。現

在の日本は、人手が足りなくても賃金が上がら

ず、生活も改善しない、賃金のいわば「上方硬

直性」の状況に陥っているようにさえ思える。 

だとすれば、その上方硬直性の理由は何なの

か。そして、その構造から抜け出すことはでき

るのか。筆者は今年４月、ずばり『人手不足な

のになぜ賃金が上がらないのか』（慶應義塾大学

出版会）という題名の書物を企画・編集した。

そこでは海外の経済学雑誌に専門論文を掲載し

ている第一線の労働経済学者や、労働政策に関

連する業務に長く携わってきた政府やシンクタ

ンクの担当者など、総勢21人に執筆を依頼し、

それぞれの立場から賃金が上がらない理由を考

察してもらった。以下では、そこで寄せられた

論文のエッセンスのいくつかを紹介するととも

に、今後賃金が上昇する可能性について論じて

みたい。 

 

 

 

 
 

人手不足なのになぜ賃金が上がらないのか 

   
東京大学社会科学研究所 教授 玄田 有史 
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２．賃下げを嫌うことの影響 

 

まず21人による16の論文のうち、４本に共通

したのは、先に述べた下方硬直と上方硬直が、

実は密接にかかわっているという指摘だった。 

経済学では、価格は市場の需要と供給によっ

て通常決まると習う。需要が増えて商品が足り

なくなりそうだと価格が上がり、反対に供給が

増えて余り気味になると価格は下がる。労働市

場の需要と供給で決まる賃金も、同じ原理で増

減すると考えられてきた。 

ただし、食材や貴金属などの商品と違って、

労働という商品は、人間の感情によっても少な

からず左右される。行動経済学という人間の行

動を経済学的に考察する最近の研究からは、労

働者は過去に支払われた水準より賃金が下がる

ことを、とても嫌がることが指摘されてきた。

だから賃金が下がることには抵抗もするし、実

際下がってしまうと、とたんにやる気がなく

なってしまう。反対に、賃金が下がりさえしな

ければ、上がることには、それほどこだわらな

いという性格の人が、日本に限らず、多くの国

で観察されるという。 

賃金が下がると労働生産性も下がることを経

験的に知っている企業は、どのような行動に出

るのだろうか。人手不足だからということで賃

金を大幅に引き上げたとしよう。その後に思い

がけず不況になると、今度は賃金を下げないと

人件費がかさみ、経営が圧迫される。だが賃金

を下げてしまうと労働者はやる気をなくし、結

果的に生産性にも影響するため、下げるにも下

げられない事態が予想されることになる。 

だから、賃金が下げられない硬直性があると、

今が人手不足でも将来また不況になることをお

それるような、先行きの見通しが暗い企業ほど、

おいそれとは賃金を上げられないのだ。働き手

も働き手で、給料が下がりさえしなければよい

ので、多少の不平はあっても、それほど賃金が

上がることには執着しない。 

実際、本のなかでの企業データを用いた分析

からは、過去10年間に月給の賃下げを一度も行

わなかった企業ほど、最近でも賃上げをしない

傾向がみられると指摘されている。賃下げが出

来ない場合、企業は、将来の賃金調整の余地を

残すため賃上げに慎重なることは、本のなかの

理論的な分析からも確認されている。 

このように労働者の心理によって賃金が制約

される場合、どんなに拡張的な財政政策や金融

政策を実施しても、賃金が上がるシナリオは成

立しにくくなるのだ。 

 

３．高齢化の影響 

 

加えて多かったのは、過去にない「高齢化」

の進行が、賃金の動向に影を落としているとい

う指摘だった。 

年功的に上がる賃金や、生え抜きの長期雇用

の傾向は、以前ほどには日本の企業でみられな

くなったという声も多い。本のなかでも、年々

増え続ける積み上げ型の賃金制度を企業は採用

しなくなり、かわりに一定の範囲内で増減する

ゾーン型の賃金制度に変更する場合がみられる

ようになったという指摘もあった。 

制度の変更は、新しく採用された人々に対し

て入社と同時に適用されることも多いが、既存

の制度で賃金が決まっていた人々は、しばしば

適用対象外になったりもする。おおざっぱに言

えば、バブル入社世代までは、これまで日本的

雇用システムとよばれた年功賃金や終身雇用の

恩恵にあずかることも多かった。 

そんな恩恵を受けてきた世代の男性が、2000

年代後半以降、60歳に到達し、定年退職を迎え
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るようになる。年功賃金が変化してきたといっ

ても、それでも正社員であった彼らの賃金は、

若い社員に比べれば、今も圧倒的に高い。定年

によって、そんな高い賃金を失う高齢者が、多

数にのぼることになる。そのなかには、いわゆ

る団塊の世代も含まれていた。高い賃金を得て

いた人が、統計のなかから一気に退場していく

のだ。当然、平均でみた賃金には、強い下方圧

力がかかっていく。 

さらに定年で辞めた人たちの多くは、そのま

ま引退することを選ばない。定年後も契約社員

や嘱託社員などのかたちで会社に残り続けるか、

別の会社で別の仕事に就くことになる。共通す

るのは、定年退職した高齢者は、きまって非正

規雇用になるということだ。 

賃金が上がらないのは、非正規雇用が増えた

からだという人もいるが、どこで増えたかとい

えば、特に高齢者の間で大きく増えた。しかも

団塊の世代を含む60代の非正規雇用が、大量に

増えていった。その結果として、非正規雇用の

高齢者の労働市場に限ってみれば、人手はどち

らかといえば余り気味となり、その結果として

賃金はなかなか増えない状況が続いている。 

人手不足は、20代などの若い働き手に対して、

特に深刻だ。少子化による人口減少の影響を考

えると、若者の賃金は、もっと増えてもよかっ

たはずだった。しかし、若者の背後には、低賃

金の大量の高齢者が、潜在的な競争相手として

存在してきた。その影響を受けて、人手不足で

あるはずの若者、特に正規雇用以外の若者の賃

金まで、伸び悩んでしまったのだ。 

加えて、人手不足でどんなに労働需要が増え

たとしても、それがどれだけの賃金上昇につな

がるかは、労働供給のあり方に依存するという

のが、経済学の考え方である。もし多少賃金が

上がったとしても労働供給が全体としてあまり

増えないとする。その場合には、一定程度の労

働供給を確保するには、かなり大幅な賃金増加

を企業は提示しなければならず、賃金はその分

上昇していっただろう。 

しかし反対に、わずかに賃金が上がっただけ

で、一気に労働供給が増えるような状況ではど

うだろうか。企業はあまり賃金を積み増さなく

ても大量の労働を供給してもらえるため、賃金

は結果的にはそれほど上げずに済むことになる。

実際、若者や男性に比べて、高齢者や女性の労

働供給は賃金の変化に対して敏感に反応する

（経済学用語を使えば「賃金弾力性が高い」）と

言われている。政府は「一億総活躍社会」を

キャッチフレーズに、高齢者や女性がもっと働

くことを求め、事実、就業率は着実に高まって

きた。その結果として、日本の労働供給は全体

として以前に比べて賃金弾力性が高まっている

可能性は大きい。 

政府は同一労働同一賃金ということで、特に

非正規雇用の賃金など、処遇改善に力を入れて

きた。一方で、労働力人口の減少に対処するた

めに、一億総活躍社会という看板も同時に掲げ、

女性や高齢者の労働参加にアクセルをふかそう

としている。年金の支給開始年齢が65歳に延び

たことの影響もあわせ、高齢者が労働参加をし

てきた結果として、皮肉にも非正規雇用の賃金

上昇にはブレーキがかかってしまったのだ。 

 

４．就職氷河期の影響 

 

ここまで高齢者や若者について触れてきたが、

実のところ、賃金面で近年もっとも辛い思いを

してきたのは、30代後半から40代前半の人々、

特に大学卒の人々である。本のなかには、40代

前半の大学卒（大学院卒を含む）の男性の月給

を、2010年時点と2015年時点で比較した内容が
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ある。 

それによると2015年時点の月給は、2010年に

比べて、平均すると実に約２万３千円も少なく

なっていた。2015年の40代前半は、第二次ベビー

ブーム世代を含む、いわゆる就職氷河期世代だ。

それに対し2010年の40代前半は、ぎりぎりバブ

ル崩壊直前の、売り手就職世代だった。 

氷河期世代は、新卒時の就職活動のときだけ

でなく、その後の職業人生でも、以前の世代に

比べて多くの困難を経験してきた。転職はもは

や当たり前になり、賃金が低い中小企業で働い

ている大卒も以前よりはずっと多い。さらに直

前のバブル世代の採用が大量だったために、管

理職に昇進するのも遅れてきた。それらがすべ

て氷河期世代の低賃金につながっているのだ。 

さらに氷河期世代で深刻なのは、20代の若い

頃に上司や先輩からの指導や、勤め先での教育

や訓練を受けた経験が少ないと多くが感じてい

ることである。氷河期世代が働き始めた2000年

代初めには、ひんぱんにサービス残業という言

葉がささやかれていた。だが、そんな激務をこ

なしてきた経験が、スキルの蓄積につながって

いないと、当事者たちは言う。たまたま不況期

に就職せざるを得なかったという理由によって、

能力の開発が十分になされず、結果的に低賃金

に今も甘んじざるを得ないとすれば、これ以上

の不幸はあるだろうか。現在、賃金が上がらな

い背後には、かつての氷河期の頃からの能力開

発の停滞が、影を落としていることも忘れては

ならない。 

今や日本の最大の労働問題とは、職場におけ

る能力開発の無残なほどの衰退である。ひとく

ちに人手不足といっても誰でもよいわけではな

く、企業が本当に求めている人手とは、新しい

時代の変化に的確に対応できる人材であること

が多い。今後も、変化や不確実性への対応力を

社員が高めるには、職場での一定の能力開発が

必要なのだが、時間的にも金銭的にもそんな余

裕はないと多くの企業は口を揃える。外部から

能力を持った人材を採用したいと考えているが、

どこも能力開発をしないため、必要な人材は永

遠に不足したままだ。 

そんな能力開発に対する「フリーライド（た

だ乗り）」志向の構造が蔓延し続ける限り、人手

不足なのに賃金が上がらない状況は今後も続く

だろう。 

 

５．賃上げの可能性 

 

以上みてきたように、人手不足であるにもか

かわらず賃金が上がらない背景には、複合的な

要因が働いている。編集した本のなかでは、人

手不足なのに賃金が上がらない背景として、他

の要因の指摘もあった。そこでは各章を「需給」

「行動」「制度」「規制」「正規」「能開」「年齢」

という７つのポイントに整理している。たとえ

ば「規制」の影響として、介護保険制度では事

業者に支払われる介護報酬が決まっているため、

それが制約となり、通常であれば賃上げをリー

ドする成長産業であるはずの福祉分野での賃金

を上げることが難しくなっている。また「制度」

面では、企業にとって雇用者の社会保障の負担

が重く、賃金を増やす余裕がないといった社会

保障制度の影響に関する指摘もあった。これら

は社会保障や財政問題と密接にかかわっており、

その制度面の影響をなくすのは簡単ではない。 

だとすれば今後も賃金が大きく上がっていく

可能性はないのだろうか。いくつかのヒントは

ある。 

高齢者や女性の労働参加は、雇用者に占める

非正規比率を高め、結果的に全体の賃金を押し

下げる方向に働いてきたのは事実だ。実際、1990
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年代末から2000年代初頭の賃金の伸び悩みの最

大の理由は、非正規比率の拡大にあった。しか

し総務省統計局「労働力調査」をよく見ると、

2010年代半ば以降、雇用者に占める非正規雇用

の割合は、４割手前でほぼ横ばいの状態が続い

ている。それに伴い、非正規拡大が賃金を引き

下げる影響は次第に薄れつつある。 

特に注目されるのは、1947年から49年生まれ

の団塊の世代は、2019年以降になると、すべて

が70代になり、それまで就業を続けていた人々

も、次第に労働市場から退出していく点だ。人

手不足を補ってきた団塊の世代の引退が進む

2019年以降は、賃金上昇の圧力が高まっていく

可能性はある。 

また賃下げを労働者が嫌う傾向はあるが、そ

れは毎月の給料支払いに限られ、ボーナスには

当てはまらない。月給は安定的に維持する。一

方で業績の改善に労働者のさらなる頑張りを期

待するのなら、まずは一時的にせよ、会社はボー

ナス増加で報いるのが先決だろう。反対に今後

業績が悪化し、人件費を調整する必要が生じた

場合は減らすことを認めるなど、ボーナスに

もっとメリハリをつけていい。 

その交渉過程を通じ、労働市場の需給変動に

対し年収を柔軟に調整できる仕組みを整えるこ

とも重要だ。組合組織率も高く、企業別組合が

力を持っていた1980年代ごろまでは、労使合意

をもとにボーナスはもっと柔軟に支払われてい

た。それが日本の失業率を低水準にとどめたと

いう指摘もある。2017年夏のボーナスには、人

手不足が特に深刻な非製造業などにおいて一定

のアップがみられた。今後、直近の人手不足へ

の対応策として、さらなるボーナス増加を、労

働組合は企業に対して要求すべきだ。 

日本の労働者は働く報酬に対し、あまりに大

人し過ぎる。賃上げは、労働市場の神の見えざ

る手に導かれて、自然と実現するものではない。

労働者の結束による発言（ボイス）の強化が今

こそ問われている。労働組合にとって信頼を回

復する絶好のチャンスだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玄田 有史 編 (2017) 

『人手不足なのになぜ賃金が上がらないのか』

慶應義塾大学出版会(定価 2,000円＋税) 
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１．はじめに 

 

昨今、多くの企業で人手不足が発生し、事業

運営に支障を及ぼす事態も生じている。そして、

今後、労働力人口は一層減少することから、将

来にわたり人手不足は懸念されているところで

ある。そのため、潜在的労働力となっている女

性や高齢者などの活躍が大いに期待され、就業

を促進する施策も多々打ち出されている。 

しかし、人手不足は、量的な問題とともに質

的な問題があり、求めている人材が充足しなけ

れば意味はなく、適材が適所で活躍することが

重要である。とりわけ危惧されているのが企業

の将来を担う人材であり、これからの日本を支

える重要な担い手である若年層だが、人数は減

少していく。さらに、現在、そこには質的な問

題、つまりミスマッチ問題も多々発生している。

そのため、３年以内の離職率は、高卒40.8％、

大卒32.2％と依然と高く、このような早期離職

は、職場の若年層の減少をもたらし、人手不足

を加速させる。すなわち、人材の質的なミスマッ

チが、人材の量的不足問題にも繋がっている。

そこで、若年層の不足について、絶対数が減少

し量的な対応にはすでに限界もあることから、

質的なミスマッチ問題からの対応策について考

えていくこととする。ここでは、若年層の就職

におけるミスマッチについて、その発生原因と

解決の糸口を、労使関係の視点から検討を行う。 

 

２．ミスマッチの背景 

 

入社前に理解していた仕事内容や労働条件が

実際とは異なっていることや、職場の雰囲気や

人間関係が合わないと感じて、早期に離職する

ことは少なくない。これらのミスマッチは、大

きく次の３つの過程から生じ得るものと考えら

れ、その関係性を示したものが図１である。①

企業が発信している情報を応募する学生や生徒

が正確に理解していない、②そもそも企業が発

信している内容が、職場の実態を正確に伝えて

いない（a.人事が職場の状況を正確に理解して

いない、b.職場（労組）が実態を正確に人事に

伝えていない）、③企業が正確に応募者の人物を

把握できていない、というものである。本稿で

は、労使関係に視点を置いているので、まず②

の問題、次に③、最後に①について検討してい

く。ここで紹介する主な調査結果は、筆者も参

加した、企業（人事）と労組（単組）へのアン

ケート調査（全国労働組合生産性会議「望まし

い労働市場と働き方」2014年）に基づくもので

ある。 

 

図１ 採用時における関係 

①     ＜企業＞ 

  学生            人事 

③        ② 

  生徒            職場 

               ＜労組＞ 

 
 

若年層のミスマッチと労使関係 
－採用時の問題－    

立正大学経済学部 教授 戎野 淑子 
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(1) 企業の理解と労組の理解 

人事が発信している内容と職場の実態とに齟

齬がないか（②）検討していく。 

まず、労使が新入社員に求めている人物像に

ついて見てみると、労使とも、いずれの学歴卒

に対しても、「コミュニケーション能力」を重視

している（図２、図３）。そして、次いで、企業

では「性格（明るさ、真面目など）」となってお

り、他方、労組では、「性格」は相対的に高いも

のの、それ以上に「マナー・常識・生活態度」

が高い割合を示している。また、「協調性」につ

いても、労組は企業と異なり高い。すなわち、

企業（人事）と労組（職場）とでは考えに異な

る点があることが分かる。 

 

図２ 新卒採用時の重視項目（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：全労生「望ましい労働市場と働き方 報告書」（2015）より作成 

 

図３ 新卒採用時の重視項目（労組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：全労生「望ましい労働市場と働き方 報告書」（2015）より作成 

【企業】 

【労組】 
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変化（イレギュラー）に対する対応力、応用力がある その他 無 回 答

0

0

仕事ののみ込みが早い

なぜ、求める人物像が違うのであろうか。そ

こで、労使が新入社員についてどのように評価

しているのか、それぞれの見解を見てみること

とする（図４）。企業では、第１位が「勤勉であ

る」（21.8％）、第２位が「マナー・常識・生活

態度をもち合わせている」（17.8％）、第３位が

「基礎学力がある」（13.9％）となっており、労

組でも、「基礎学力がある」が第１位（29.2％）、

第２位が「勤勉である」（22.4％）である。労使

とも、「基礎学力の保有」と「勤勉さ」について

は、共通認識を持っている。しかし、労組は第

３位に「個性的」（10.9％）が挙げられており、

「マナー・常識・生活態度」はかなり順位が下

がる。他方、企業では、「個性的」であるという

認識は薄いことから、「マナー等」と「個性の有

無」については、企業と労組では見解が異なっ

ている。 

労組は、新入社員と職場で日々業務を遂行す

る中で、「マナー・常識・生活態度」が不十分で

あると感じており、そのため、求める人物像と

して指摘しているものと考えられる。他方、企

業は持っていると思っているために、あえて指

摘する必要性を感じていないのであろう。また、

新入社員の「個性」についても、労組は「ある」

と認識しているところが多いため、その個性を

発揮しつつも組織人として活躍するために必要

な「協調性」を強く求めており、企業は、個性

が「ない」と理解していることから求める人物

像に「協調性」が挙げられることは少ない。つ

まり、毎日ともに働く労組には見えているが、

企業には把握されていない面もあり、新入社員

への理解が異なっていた。そのため、労使の求

める人物像にも違いが生じていたのである。そ

して、このことは、企業が応募者に発信してい

る内容が、職場が真に求めている内容とは異な

ることも生じているということである。 

 

図４ 新入社員（組合員）の特徴／最も当てはまる項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：全労生「望ましい労働市場と働き方 報告書」（2015）より作成 
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(2) 企業の応募者理解 

それでは、企業は、応募者については十分に

理解し、その人物像を正確に把握できているの

であろうか（③）。応募者の特徴（上位３位まで）

として、企業は、「基礎学力がある」とともに「マ

ナー・常識を持ち合わせている」を最も多く挙

げており（38.6％）、先の新入社員への評価と共

通していることから、応募者の印象がそのまま

新入社員に継続しているものと思われる（図５）。 

 

図５ 応募者の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：全労生「望ましい労働市場と働き方 報告書」（2015）より作成 
 

一般に、採用試験では面接が実施されるため、

応募者の多くは基本的なマナーについて準備を

行ってきている。ベネッセコーポレーションが

実施した調査でも、大学の就職支援として、マ

ナー講座は82.3％の実施率となっており、多く

の大学生が準備していることが分かる（図６）。

したがって、面接というある程度想定された場

でのマナーは身に着けており、企業の評価は高

いのであろう。しかし、実際の仕事においては、

様々な場面に直面し、それぞれに適した臨機応

変な対応が求められる。そのため、新入社員と

ともに、その場に接している労組から見れば、

先に述べたように、マナーや常識が欠けている

と感じることが多々あると思われる。 

 

図６ 大学の就職支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Benesse 教育研究開発センター『大学データブック 2012』より作成 
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また、企業の採用担当者は、概して、非常に

多くの学生が「アルバイト」と「クラブやサー

クル活動」に力を入れており、面接では同じよ

うな内容の話をするとの印象を持っている。し

かし、「大学で力を入れたこと（「とても入れた」

+「やや入れた」）」について大学生の回答を見て

みると、「アルバイト」（70.6％）と「卒業論文・

卒業研究」（69.9％）、「ゼミ・研究室の活動」

（67.8％）が上位３位までにあがっている（図

７）。そして「クラブやサークル」に力を入れた

学生は49.7％と低い。なぜ実際に力を入れたこ

とよりもクラブ・サークルの話をするのであろ

うか。 

 

図７ 大学で力を入れたこと 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Benesse 教育研究開発センター『大学データブック 2012』より作成 

 

図８ 就職活動で活かされた経験 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Benesse 教育研究開発センター『大学データブック 2012』より作成 

  

学生が感じている「就職活動で活かされた経

験」（「活かされている」＋「まあ活かされてい

る」）について見てみよう（図８）。最も多いの

が、「アルバイト」で81.8％、次が「クラブやサー

クル活動」（75.1％）となっており、「採用試験

や就職支援のための勉強」（69.3％）や「ゼミ・

研究室の活動」（66.5％）、「卒業論文・卒業研究」

（63.8％）よりも高くなっている。つまり、学

生や生徒は力を入れて取り組んだことよりも、

就職活動において役に立つと感じている内容を、

エントリーシートに記載し、面接時に話してい

ることも少なくないのである。それは、先に述

べた、企業の求めている人物像である「コミュ

ニケーション力」や「明るく真面目な性格」を

持っていることを示そうとしていることにある

と思われる。わずかな面接時間や限られた紙面

では、サークルやクラブ活動、またアルバイト

の話が、自分が明るく真面目な性格で、仲間と

上手くコミュニケーションをとれている人物で

あることを表現しやすい内容であると考えてい



－12－ 電機連合ＮＡＶＩ №64（2017年秋号） 

る。例えば、一人で努力して勉強したようなエ

ピソードでは、企業から求められている明るい

性格やコミュニケーション力を持った人材像を

なかなか表現しにくい。そのため、学生や生徒

の本分である勉強に、在学中最も力を入れた人

は決して少なくないであろうが、勉強したこと

よりもサークル・クラブ活動の話が登場するこ

ととなるのである。これは、企業が、本来意図

していたことではないであろう。その上、多く

の学生がサークル・クラブ活動、アルバイトの

似たような話をすることになり、応募者につい

て「個性がない」と企業は理解することになっ

ていた。 

 

(3) 応募者の企業理解 

最後に、応募者が、企業の発信する情報を正

確に理解しているか（①）見ておこう。 

生徒や学生に「コミュニケーション力」が求

められていることは、企業から発信され、応募

者はそのこと自体は分かっている。しかし、ア

ルバイトやサークル・クラブ活動が就職活動に

役に立つと理解しているように、そのコミュニ

ケーションの中身については、必ずしも企業の

意図することが正確に伝わっていない面もあっ

た。そのため、採用に際し重視していながら、

結果として新入社員が「コミュニケーション力」

にたけていると思っている労使は少なく、特に、

ともに仕事をする労組では、非常に少ない（図

４）。そのため、一層、求める人物像として指摘

されるのであるが、学生はその意味する内容を

正確に理解しておらず、また企業も短時間の面

接やわずかな文章から学生の真の姿を把握しき

れず、求めている人材を採用することが出来な

い。このことは、企業のみならず、採用された

若年層にとっても、大きな問題である。 

 

３．おわりに 

 

若年層のミスマッチの背景にある労（労組）

と使（企業）、そして応募者（学生・生徒）との

それぞれとの間の情報伝達状況について検討を

行ってきた。誌面の関係上、調査の一部を紹介

するに留めざるを得なかったが、いずれの関係

性においても課題があることが分かる。そして、

現在、企業からの情報発信の問題（①）に対し、

企業は説明会、OB・OGとの交流会を積極的に

開催するなど、様々な機会を設定し接触の機会

を増やしている。また、職場の真の姿を理解し

てもらうために、ダイレクトに職場に触れるこ

とが出来るインターンシップも急激に増加して

いる。そして、労組が学校への出前授業や、学

生との交流会等も実施するようになった。この

ことは、①とともに応募者の企業理解の問題

（③）の解決にもつながっていくものと思われ

る。そして、労使間のコミュニケーション問題

（②）については、労組は企業（人事）の見え

ていない部分を把握していることが少なくない

ことから、その内容を双方で共有し、解決策を

協議することが非常に重要となっている。労使

の協議が、質的ミスマッチからの人材不足を軽

減し、明日を担う若年労働者の育成、そしてそ

の活躍への一歩につながるものと思われる。さ

らなる労使協議の充実が求められているのでは

ないだろうか。 

 

＜参考文献＞ 
Benesse教育研究開発センター（2012）『大学データブック2012』 

戎野淑子（2015）「雇用関係の『形成期』と『完結期』における労使関係」，全国労働組合生産性会議『望ましい労

働市場と働き方』 

連合総合生活開発研究所（2014）『職場の年齢構成の「ゆがみ」と課題』 
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１．ＡＩやロボティクスなどの新たな技

術への期待と不安 

 

少子高齢化に直面する日本の多くの企業で、

人手不足が深刻化している。これまでは多少の

人手不足が生じても、従業員１人ひとりが長時

間労働することで仕事を回してきたかもしれな

いが、今後予想される慢性的な人手不足に長時

間労働だけで対処できるとは考えにくい。さら

に、昨今の「働き方改革」でも、女性や高齢者

をはじめとする多様な人材を活用するための環

境整備として、むしろ長時間労働は是正される

方向性が示されている。 

多様な人材の活用と並んで注目されているの

が、AIやロボティクスなどの新たな技術の活用

である。新たな技術が直接的に人材の代わりに

なることや、高齢者や女性の仕事や作業を技術

がサポートすること、情報技術を活用した柔軟

な働き方が普及することなど、日本の人手不足

を緩和する処方薬としてAIやロボティクスの

普及に期待が寄せられている。 

一方、AIやロボティクスの普及に対しては、

人手不足の対処という範囲を超えて、人が従事

したい仕事まで奪ってしまうのではないかと

いった不安もある。オックスフォード大学のオ

ズボーン氏らの研究では、今後、日本や欧米の

職業の半数前後がAIなどの新たな技術に置き

換え可能になることが示されている１。彼らの

研究結果をはじめ、AIが人の仕事を奪うという

指摘は、多くのメディアにおいて、時にはセン

セーショナルに報じられ、注目を集めている。 

このように、新たな技術は日本の労働市場に

プラスとマイナスの両方向の影響を与えると考

えられる。しかし、どちらの影響が大きくなる

かは一概には予想がつかない。本稿では、労働

経済学のこれまでの研究を踏まえながら、日本

の労働市場で今後どのような変化が生じうるか

を整理し、留意点や論点を示してみたい。 

 

２．ＩＣＴ普及による「雇用の２極化」

の教訓 

 

産業革命以降、急激な技術革新は一部の労働

者の職を奪うといった警鐘がたびたび鳴らされ

てきており、経済学者のケインズはこれを「技

術失業」と呼んだ。1980年代以降はコンピュー

タなどのICTの普及は、スキルの低い労働者の

仕事を代替する一方で、ICTを活用できるスキ

ルの高い労働者の生産性を高めた結果、賃金格

差を拡大させたと指摘されている。技術革新の

恩恵が高スキル労働者に限られることを「スキ

ル偏向的技術革新」というが、近年の先進各国

で観察される格差拡大の原因の１つとされてい

る。 

 
 

AIなどの技術革新が与える労働市場への影響 

   
慶應義塾大学商学部 教授 山本 勲 

 

１ Frey and Osborne (2013)。なお、オズボーン氏らの分析内容の留意点については山本（2017）を参照されたい。 
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ところが、格差拡大の様子をより詳しく見る

と、ここ数十年で増えている職種の中には、高

スキル（あるいは高賃金）だけでなく低スキル

（あるいは低賃金）のものも多く含まれること

がわかる。例えば、修理工や配送ドライバー、

介護サービスなどの仕事は一般には低スキル・

低賃金労働と分類されることが多いが、多くの

先進諸国で相対的に増加している。図１は1980

年から2005年までの職業別にみたアメリカの雇

用者のシェアの変化について、1980年時点の平

均賃金毎にプロットしたものである。横軸は右

に位置するほど賃金が高く高スキルの職業であ

ることを示し、縦軸は０であればシェアは変化

しておらず、０よりも上に位置するほどシェア

がより高まったことを示す。 

この図をみると、賃金が上位40％程度の高ス

キルが要求されるような職業では雇用のシェア

が高まっており、ICTなどの技術革新によって

高スキル労働者が増加したことがわかる。さら

に注目されるのは、賃金が下位15％程度の低ス

キル労働の職業についてもシェアが高まってい

ることである。つまり、雇用者シェアは低スキ

ル労働と高スキル労働で増加したのに対して、

その間の中間スキルの労働が減少しており、中

間層から低所得層・高所得層への雇用のシフト

が生じたといえる。こうした現象は「雇用の２

極化」と言われ、アメリカだけでなく日本も含

め多くの国で観察されている。日本についても、

『賃金構造基本統計調査』（厚生労働省）をもと

に、2001年時点での職業別の平均賃金（年間給

与を時給換算した賃金）と2001年から2014年ま

での雇用シェアの変化幅の関係を図２に示して

みると、高賃金と低賃金の職業で増加傾向にあ

る一方で、中程度の賃金の職業では減少傾向に

あることが確認できる。もっとも、極めて低い

賃金の職業や極めて高い賃金の職業については

雇用シェアが減少しているなど、アメリカほど

は顕著な傾向にはなっていないこともわかる２。 

 

図１ アメリカにおける雇用の２極化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Autor and Dorn (2013)のFigure 1 
 

 

図２ 日本における雇用の２極化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：厚生労働省『賃金構造基本統計調査』 

 

 

 

２ 同様の指摘は池永（2009）や三谷・小塩（2012）でもされている。 

雇用シェアの変化幅（近似曲線、%ポイント、1980-2005 年）

スキル順位（1980 年の職業別平均賃金）

「受け皿」 
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では、この「雇用の２極化」の原因はどこに

あるのだろうか。労働経済学の研究では、コン

ピュータをはじめとするICTなどの技術は、必

ずしも低いスキルを持つ労働者を代替したので

はなく、技術でも遂行できる業務（タスク）の

種類に応じて代替が生じたと説明する。例えば、

タイピングや電卓計算、データ入力・整理といっ

た定型的なタスク（ルーティンタスク）はスキ

ルの高低にかかわらずICTなどの技術で遂行可

能なため、そうした仕事に従事していた労働者

の仕事がなくなる。一方で、企画やコンサルティ

ング、研究開発といった知的労働や運転・修理・

給仕といった肉体労働などの非定型的なタスク

（ノンルーティンタスク）はICTでは遂行でき

ないため、代替されにくい。その結果、ルーティ

ンタスクが多い事務や労務作業といった中程度

の賃金の仕事がなくなり、代わりにノンルー

ティンタスクの多い高賃金の仕事（知的労働）

と低賃金の仕事（肉体労働）が相対的に増加し、

「雇用の２極化」が生じたと考えられる。定型

的なルーティンタスクの減少が顕著だったこと

から、この現象は「定型化仮説」とも呼ばれる。 

ここで注目すべきは、定型化仮説が指摘する

ように、ICTなどの技術に中間層の仕事が代替

されたとしても、ノンルーティンタスクに従事

するサービスや運転などの低賃金の仕事は残さ

れていたため、それらが雇用の「受け皿」とし

ての役割を果たしたことである。つまり、賃金

格差は生じたものの、「受け皿」として雇用は残

されていたため、ICTによる大量の「技術失業」

は生じなかったともいえる。 

ところが、AIやロボティクスなどの新たな技

術の進歩・普及によって、これまで雇用の「受

け皿」になっていたノンルーティンタスクまで

も、人でなく機械で遂行できるようになること

が予想されている。ビッグデータや深層学習・

機械学習を活用しながら、AIなどの情報技術は

複雑な計算や作業を自律的に行えるようになる

し、レストラン・ホテルのサービス、運転・配

送作業、カスタマーサービスなどの手仕事・肉

体労働も、ロボットがスムーズに行えるように

もなるといわれている。そうなると、「受け皿」

においてノンルーティンタスクに従事していた

労働者が大量にAIやロボットに代替され、結果

的に深刻な「技術失業」が現実のものになる可

能性がある。このことこそが、上述したAIが人

の仕事を奪うという警鐘の根拠になっており、

たしかに悲観的なシナリオを描きやすい。 

 

３．ＡＩによる技術失業の真偽 

 

AIによる「技術失業」は本当に深刻なものに

なるのだろうか。技術失業を指摘する多くの研

究や主張をみると、雇用が奪われる側面が強調

されている一方で、新たな技術が雇用を創り出

す側面はあまり考慮されていない。しかし、多

くの経済学者が考えてきたように、新たな技術

は雇用喪失だけでなく雇用創出をもたらすため、

「技術失業」は深刻化しない可能性も十分ある。

創出される雇用としては、①新技術を設計・開

発・製造するために必要となるもの、②新技術

を社会経済に広く普及させるために必要となる

もの、③新技術の利活用によって生じる経済成

長に伴うものなどが挙げられる。 

日本の産業特性として製造業のウエイトが大

きいことを踏まえると、①の開発にかかる雇用

増加は他国よりも期待できるだろう。人口規模

が大きいことを踏まえると、②の普及にかかる

雇用増加も期待できる。問題は③の経済成長に

伴う雇用増加が、日本でどこまで実現するかと

いうことにある。 

過去を振り返ると、新たな技術が開発されて
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も、すぐには生産性の向上や経済成長にはつな

がらず、技術進歩と生産性向上・経済成長には

時間的なギャップが生じる「生産性のパラドク

ス」があったと指摘されている３。この「生産

性のパラドクス」が生じるのは、新技術を使い

こなすための組織・経営改革といった「補完的

イノベーション」が起きるのに時間がかかるた

め、新技術の利活用が進まずに宝の持ち腐れに

なってしまうからである。そう考えると、AIや
ロボティクスなどの新たな技術を迅速にフル活

用できるような体制が日本企業の職場で整うか

が重要になる。 

 

４．日本企業の目指す方向性 

 

日本的雇用慣行の下で、日本の企業の正社員

はジェネラリストとして働くことが多く、１人

ひとり、多様なルーティンタスクとノンルー

ティンタスクをさまざまな組合せで遂行してい

ると考えられる。また、企業内で人材育成を行

うことが多いため、人的投資を行った正社員に

は長期間働いてもらうことが企業にとって合理

的になる。このため、AIなどの新技術が利用で

きるようになったとしても、日本企業では正社

員を新技術で置き換えることはしにくいと予想

される。つまり、日本的雇用慣行があるために、

日本の正社員の雇用は新技術に代替されにくい

側面がある。事実、先進各国の労働者のタスク

の種類を比較した海外の研究によると、日本の

労働者のルーティンタスクの相対的な量は22ヵ

国中４番目に多くなっている４。つまり、日本

では、必ずしもICTなどの技術の普及によって

ルーティンタスクが顕著に減少したとは限らず、

雇用が温存されていた可能性が指摘できる。 

この点は短期的にみれば雇用が守られるとい

う意味でいいのかもしれない。しかし、長期的

にみれば、雇用を温存している日本企業は、新

技術を企業内でフル活用している海外企業との

競争に負けてしまい、国内の雇用そのものが減

少してしまう危険性がある。 

よって、長期的にみれば、新たな技術は積極

的に利活用し、それによって生産性・競争力を

高めることが重要といえる。海外の研究では、

ICTを利活用している企業ほど、生産性の伸び

が大きくなることが確認されており、このこと

はAIなどの新技術についても当てはまる可能

性が高い。 

日本企業で新たな技術を積極的に利活用する

ためには、日本的雇用慣行を修正することが必

要となろう。現在取り組んでいる「働き方改革」

を補完的イノベーションの一環として位置づけ、

正社員が長時間働くことで環境変化に対処する

スタイルを改め、仕事のプロセスやタスクの整

理などを進めることで、新技術を導入しやすい

体制を整えるべきである５。単に人手不足を補

うためにAIなどの新技術を利活用するのでは

なく、さまざまな職場で新技術を利活用した生

産性の向上を図ることで、雇用全体のパイを拡

げ、技術との共存を目指すべきといえよう。 

ここで懸念されるのが、日本における情報技

術の利活用の遅れやリテラシーの低さである。

『情報通信白書 2016年度版』（総務省）に示さ

れている日米の労働者に対するアンケート調査

結果によると、仕事でのコンピュータの利用時

 

３ Brynjolfsson and McAfee(2014)など。 
４ 詳しくは DeLaRica and Gortazar（2016）を参照されたい。 
５ 日本的雇用慣行の下での働き方の課題点などについては山本・黒田（2014）を参照されたい。 
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間は圧倒的に日本のほうが短い。また、新たな

技術に対する認知度についても、シェアリング

エコノミー（民泊やUberなどのサービス）やデ

ジタルファブリケーション（3Dスキャナー・プ

リンターなどを活用）といった概念について「ほ

とんど知らない」と回答している割合は、アメ

リカで４割前後なのに対して、日本では７割前

後と高い。AIなどの新技術を利活用するために

は、企業・労働者がともに新たな技術に対する

リテラシーを高めることが必要といえる。 

仕事でAIなどの新しい技術を利活用するよ

うになれば、ストレスの少ない活き活きとした

働き方を実現できるようになる可能性もある。

例えば、労働者がやりたがらない負荷やストレ

スの大きいタスクをAIなどの新技術で遂行し

てもらえるようになれば、労働者は働きがいの

あるタスクに専念することができる。また、新

技術を利活用するための補完的イノベーション

として「働き方改革」が進むことで、長時間労

働が是正されたり、テレワークなどの柔軟な勤

務が普及したりすることを通じて、労働者の

ワークライフバランスや健康、満足度、幸福度

などが改善することも期待できる。 

AIなどの新しい技術の普及には雇用が奪わ

れる危険性もある一方で、人手不足の解消や新

たな雇用の創出、生産性の向上、働きやすさや

健康の向上などの便益もあるため、適切な利活

用を通じて、技術と労働者との共生を目指すべ

きといえよう。 
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はじめに 

 

平成25年４月に、障害者雇用促進法が改正さ

れた（以下、改正法と呼ぶ）。その主たる改正項

目は、雇用の分野における障害者に対する差別

の禁止および合理的配慮の提供義務と、法定雇

用率の算定基礎の見直しであった。差別の禁止

および合理的配慮の提供義務は、平成28年４月

１日に施行されているが、精神障害者を含む雇

用率の算定基礎の見直しについては、法定雇用

率の改定とともに来春、平成30年４月１日にい

よいよ施行される。 

そもそも平成25年の改正法は、障害者雇用に

とって重要な意義を有する改正であったが、平

成30年４月に施行される法定雇用率の改定は、

障害者雇用施策の新たな段階に入ることを意味

する。しかしその一方で、雇用する事業主側の

懸念や不安視する声も伝わってくる。そこで本

稿では、法定雇用率改定に着目しつつ、それに

付随する納付金や特例子会社制度等について若

干の考察を加えることとする。 

 

１．法定雇用率制度 

 

(1) 平成25年の改正以前 

日本の障害者雇用は戦後に始まる。戦争で負

傷し障害を負った帰還兵への対応のためである。

終戦直後の昭和22年には、職業安定法において

身体障害者に対する職業紹介・職業指導が規定

された。 

昭和35年には、身体障害者雇用促進法が制定

され、わが国において初めて法定雇用率制度が

登場した。当時、努力義務規定でしかなかった

が、昭和51年に義務化されている。 

法定雇用率の対象として知的障害者が加わっ

たのは、昭和62年である。しかし当時は、みな

し雇用１でしかなく、義務化されたのは10年後

の平成９年である。 

精神障害者については、平成16年の労働政策

審議会意見書「今後の障害者雇用施策の充実強

化について―就業機会の拡大による職業的自立

を目指して―」において、将来的には雇用義務

制度の対象にすることが考えられるとの答申が

出され、とりあえず平成18年にはみなし雇用の

対象となった。その後も義務化に向けて議論さ

れてきたが、平成20年の法改正の際には、「精神

障害者を雇用義務の対象に加えることについて、

可能な限り早期に検討を行うこと」との附帯決

議が行われるにとどまった。 

 

(2) 諸外国の制度 

ところで、諸外国の例を、ここで簡単にみて

おきたい。障害者の雇用を促進する手立てとし

て、「雇用率制度」と「差別禁止、機会均等法制」

の二つの潮流に分類できる。 

「雇用率制度」とは、日本も該当国であるが、

法律で一定規模以上の企業等に所定の雇用率を

義務として割当て、未達成の場合には相応する

取り巻く情勢や環境の変化に対応できる知識の習得

や考え方を生み出す一助とするため、有識者の方々

に研究成果の一端を報告いただきます。 

平成30年４月からの法定雇用率の改定とその課題 
 

 
                   社会福祉法人 

                    電機神奈川福祉センター 理事長 石原 康則 
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         ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

            常用労働者数－除外率相当労働者数＋失業者数 

 

 

法定雇用率＝ 

経済的負担（納付金）を求めるものである。し

たがって、「割当制」とも呼ばれる。この分類で

は、フランス、ドイツが当てはまる。また雇用

率において、フランスが６％、ドイツが５％と、

日本の２％より高く、対象企業の規模もフラン

ス、ドイツは20人以上で、日本の50人以上より

対象が広いという特徴がある。 

「差別禁止・機会均等法制」は、雇用主が差

別のない採用手続と昇進基準を用いること、障

害者の就業環境を整備すること等の義務を負う

とするもので、アメリカとイギリスがこの制度

の代表的な国である。アメリカでは「障害を持

つアメリカ人法（ADA）」、イギリスでは「2010

年平等法」が根拠法となっている。 

障害者の雇用を促進する手立てについては、

各国それぞれであるが、この背景には人種や民

族、国家の生い立ち等に加え、第一次、第二次

世界大戦を経て形成されていく各国の思想や人

権概念などが、障害者雇用制度にも色濃く反映

していると思われる。 

 

(3) 平成25年改正 

政府は平成25年４月19日、「障害者の雇用の促

進等に関する法律の一部を改正する法律案」を

閣議決定し、第183回国会（参議院先議）に提出、

同法案は６月13日に可決成立した。今回の法律

案において、法定雇用率設定の算定基礎の対象

に、精神障害者が加えられたのである（図１）。 

なお、精神障害者を含む法定雇用率の設定に

ついての施行期日は、法律で平成30年４月１日

とされているが、一定期間の激変緩和措置が設

けられることになった。これは、法定雇用率達

成企業の割合が当時46.8％と半数にも達してお

らず、また平成25年４月からは障害者雇用率が

2.0％に引き上げられたばかりで、今後、雇用率

未達成企業の増加が見込まれたためである。 

経過措置としての激変緩和措置は、平成30年

４月１日から平成35年３月31日までで、「対象障

害者の雇用状況その他の事情を勘案して政令で

定める」２こととし、本来の計算式で計算した率

よりも低く設定することができるとした。また、

具体的な引き上げ幅について、労働政策審議会

障害者雇用分科会で議論し、政令で定めること

とされた。 

 

(4) 平成30年４月からの法定雇用率 

平成29年５月に開催された労働政策審議会障

害者雇用分科会は、平成30年４月以降の雇用率

について厚生労働省案を「了承」した。その内

容は次の通りである。 

① 民間企業の法定雇用率を「2.2％」（現行

2.0％）とする。 

② 平成33年４月までには、更に0.1％引き上

げる（平成30年４月から３年を経過する日

より前に、民間企業の法定雇用率は「2.3％」

とする３）。 

③ これにより、対象となる事業主の範囲が、

従業員45.5人以上に広がる（2.3％となった

際には、対象となる事業主の範囲は従業員

43.5人以上となる）。 

 

図１ 法定雇用率の算定式 
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(5) 法定雇用率改定の課題 

法定雇用率の引き上げは、障害者雇用の推進

に大きく貢献することになることから、一般的

には歓迎される。ところが、障害者を雇用する

企業の側からは、実際、戸惑いの声が聞こえて

くる。そこで、雇用率引き上げの課題について

考察したい。 

第一は、支援策がまだまだ不十分であること

である。そもそも激変緩和措置が設けられた背

景は、「十分な準備期間を設けることを前提とし

た上で、企業に対する大幅な支援策の充実を進

めつつ、実施する」４必要があったからである。

とくに精神障害者の雇用においては、「多様な障

害特性に加え、疲労やストレスに弱いので、症

状が安定しない傾向があり、『就労の困難度（職

業能力）』を見極めることが難しく、職場定着に

向けての課題が多い」５と言われ続けてきた。こ

の点、ジョブコーチ６の運用改善や、障害者就

業・生活支援センター７の体制強化等が図られ

てきたが、まだ準備万端とは言い切れない実情

にある。そこで行政側からも、「障害者トライア

ル雇用奨励金の助成期間の長期化等、企業に

とって使いやすい助成金制度になる見直しや、

障害者雇用の促進につながる新たな助成金制度

の創設も必要になるであろう」との見解が示さ

れており８、この点、早期に実現されることを

望みたい。 

第二は、あまりに急ピッチな雇用率の引上げ

である。義務化された昭和51年以降の法定雇用

率の推移をみると、雇用率1.5％から1.6％への

引上げには11.5年、1.6％から1.8％は約10年、

1.8％から2.0％は約15年の年月をかけてきたが、

2.0％から2.2％への引上げはわずか５年で、更

に今後３年を経ずして0.1％引き上がり、平成35

年には算式通りの法定雇用率となる。これは、

あまりにも急ピッチな引き上げであり、実際、

障害者を雇用する企業の戸惑いを理解できなく

はない。それに、雇用率の算式から見て分かる

とおり、企業が障害者雇用を進めれば進めるほ

ど分子（障害者の常用労働者数）が大きくなり、

その結果、雇用率はアップするという仕組みと

なっている。「企業の努力による障害者雇用進展

が算式の分子を増やし、法定雇用率を押し上げ

るという皮肉な問題も派生する」９のである。こ

のようなことが、障害者を雇用する企業の意欲

を削いだり、徒労感だけを生んだりしないよう

配慮が必要と思われる。 

第三は、雇用率達成企業が50％を割っている

にもかかわらず、今回、対象となる事業主の範

囲が従業員45.5人以上に更に広がることである。

とくに、障害者雇用の現状を規模別にみると、

従業員数50～300人未満の中小企業の低さが顕

著であり、企業規模による取り組みの温度差が

鮮明となっている。今後、中小企業の奮起が期

待されるが、対象となる事業主の範囲が広がる

ことから、雇用率未達企業が増加するのは確実

と思われる。 

このような状況もあって、日本経団連は、「（今

後の）見直しに際しては、雇用率達成企業割合

が50％を下回っている場合、算定式に基づく機

械的な雇用率の引上げを行わずに、雇用率の引

上げ幅を調整する仕組み」が必要ではないかと

提言10している。また、中島隆信慶應義塾大学

教授も、「現行制度のもとでの法定雇用率の拙速

な引き上げは、資源配分をゆがませ、かえって

障害者と企業双方に不利益をもたらしかねな

い」と懸念している11。 

これらの提言について、障害者の一般就労を

めざす立場からは、達成が困難という理由だけ

で調整するという主張は、にわかに賛成し難い

が、将来的な検討課題とすることについては排

除するものではない。 
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２．納付金、特例子会社制度 

 

(1) 障害者雇用納付金 

障害者雇用を促すという意味において、その

効果あらしめたのは法定雇用率であるが、未達

の場合、納付金をおさめるという納付金制度が

付随していることの意義は大きい。この納付金

制度とは、障害のある人の雇用に伴う事業主の

経済的負担の調整を図るとともに、全体として

障害のある人の雇用水準を引き上げることを目

的に、雇用率未達成企業から納付金を徴収し、

雇用率達成企業に対して調整金、報奨金を支給

するものである。納付金制度は、昭和51年の制

度創設以来、300人超雇用する事業主のみを対象

としてきたが、中小企業における障害者雇用の

促進を図るため、平成22年７月から200人超雇用

する事業主、平成27年４月から100人超雇用する

事業主に対象範囲を拡大する等の方策が採られ

てきた。 

ところで、この障害者雇用納付金については、

雇用率の未達成に対するペナルティと理解され

ている向きもあるが、法的性格は、「受益者負担、

罰金、税金、社会保険料等、国家が国民に対し

て賦課徴収できる金銭の概念とは異なり、障害

者雇用に関する事業主の社会連帯責任の履行を

担保するための経済的制度であり、雇用率を超

えて障害者を雇用する事業主への調整と、各種

助成金の支給により雇用を促進するための事業

主の共同拠出金的なものである」12。したがって、

法違反した場合の罰金といったものではないの

であるが、そのことをもって、「障害者を雇用し

なくても、納付金さえ払えばいいのだろう」と

いった事業主の投げやりな声が聞こえてくるの

は残念である。納付金を支払っても、その企業

には何も生まれない。それならば、企業に貢献

するであろう障害者の雇用を促進してほしいの

である。 

 

(2) 特例子会社制度 

特例子会社とは、障害者のための職場を子会

社として独立させることであり、「障害者の労働

能力や就業条件に配慮し、職域拡大を図る効果

がある。公共職業安定所の認定を必要とし、子

会社は障害者雇用率制度及び障害者納付金制度

の適用上、親会社の事業所とみなされる。特に、

大企業における障害者の雇用促進策として活用

されている」13。 

特例子会社制度は、昭和51年の障害者雇用促

進法改正の際、まず通達として開始され、昭和

62年の同法改正で法定化された。平成28年６月

１日現在、448社（前年比26社増）、特例子会社

に雇用されている障害者の数（重度はダブルカ

ウントした数）は26,980.5人（身体障害者10,277

人、知的障害者13,815人、精神障害者2,888.5

人）で、特例子会社が障害者雇用に一定の役割

を果たしていることが読み取れる。 

課題とされるのが、障害者に特別の配慮をし

た子会社にもかかわらず、①比較的障害程度の

軽い障害者を採用している、②正規ではなく、

非正規での雇用とする子会社が多い、③最低賃

金のアップをコストに反映させないために、労

働時間を短縮する子会社や最低賃金の減額特例

を行っている企業もみられる。さらに、「特例子

会社での労働条件は、親会社である大企業のそ

れとは異なるのが一般的」14である上、特例子会

社から親会社への移行を前提としていないこと

から、「インクルージョンの観点から見て問題が

ある」15とのきびしい指摘がある。これらの批判

も踏まえて、特例子会社が本来主旨に沿って適

正に運営されることが必要である。 
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おわりに代えて 

 

法定雇用率は、平成25年に続き、平成30年以

降も、急ピッチで引き上げられようとしている。

ところが、障害者を雇用する企業から言えば、

雇用率は急ピッチに上がるが、そこを理解し応

援してくれる具体的な支援策が、行政や関係機

関からなかなか示されないというのが本音では

ないだろうか。 

このような中、９月20日から厚生労働省の「第

１回今後の障害者雇用促進制度の在り方に関す

る研究会」が始まった。平成30年夏ごろを目途

に成案を得たいとしている。 

この研究会に対し、今まで述べてきた問題や

課題等について突っ込んだ議論が展開されるこ

とを期待しているが、いくつか不安もある。そ

れは、急ピッチな法定雇用率引き上げに対する

企業の悲鳴に呼応して、現在の厳格な法定雇用

率制度の枠組みを安易に緩めて、せっかく加速

している障害者雇用を減速させてしまわないか

という懸念と、逆に現実を見ずに、原理主義的

立場に拘泥して原則論に終始した議論になりは

しないかという不安である。 

それに、今後は量にもまして雇用の質に焦点

があてられなければならない。すなわち、差別

禁止や合理的配慮の提供の、より確実な実効性

である。このような点に留意されて、研究会で

は建設的で熱心な議論が交わされることを期待

している。 

最後に、本稿では労働組合とのかかわりにお

いて述べてこなかったが、障害者に対し働く場

を提供するために更なる努力をしてほしいとい

う思いと、働く障害者が働きがいや生きがいを

見いだせる職場づくりに、労働組合の立場で支

援してほしいと願っていることを申し添えてお

きたい。 

 

１．「みなし雇用」とは、法定雇用率の算定基礎の対象ではないが、企業が雇用した場合、雇用したものとみなして、
実雇用率にはカウントすることができるというもの。 

２．障害者雇用促進法第43条第２項に「総数の割合を基準として設定するものとし、（略）、当該割合の推移を勘案して」
とあるのを、「総数の割合に基づき、（略）、対象障害者の雇用の状況その他の事情を勘案して」と、経過措置により
読み替えることとされた。 

３．「引き上げの時期は、今後労働政策委員会において議論」される（厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク「事
業主のみなさまへ」より）。 

４．労働政策審議会意見書による。 
５．日本経済団体連合会「障害者雇用率の見直しに向けて～分け隔てない共生社会の実現～」（2017年４月６日配布資
料）２頁。 

６．「ジョブコーチ」とは、障害のある求職者の職業生活への適応に向けて就労支援する専門職で、正式名称は「職場
適応援助者」である。 

７．「障害者就業・生活支援センター」とは、職業生活における自立を図るために、就業およびこれに伴う日常生活ま
たは社会生活上の支援を必要とする障害者の職業の安定を図ることを目的としている。 

８．厚生労働委員会調査官 山口大輔氏「立法と調査（2013.9 NO.344）」（参議院事務局企画調整室編集・発行） 
９．一般社団法人障害者雇用企業支援協会 丹下一男氏「障害者雇用に関する法改正への取組み」（「ビジネス法務
2013.7」） 

10．日本経済団体連合会「障害者雇用率の見直しに向けて～分け隔てない共生社会の実現～」（2017年４月６日配布資
料）４頁。 

11．「障害者雇用の拡大へ、施設への『業務委託』活用を」（日経新聞「経済教室」2016年11月３日） 
12．労働省職業安定局「障害者雇用対策の理論と解説」（平成10年） 
13．福祉臨床シリーズ編集委員会編『就労支援サービス 雇用政策・雇用支援』（弘文堂、平成20年12月）176頁。 
14．長瀬修・東俊裕・川島聡編『障害者の権利条約と日本―概要と展望』（生活書院、2012年10月20日）193頁。 
15．永野仁美著「障害者雇用政策の動向と課題」（日本労働研究雑誌NO.646 2014年５月）11頁。 
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組合員男性計 0.4 1.1 0.5 0.2 0.4 0.3 0.3 4.0 1.0 95.4 91.2 94.7

組合員女性計 2.3 25.8 21.3 0.2 0.9 0.5 0.3 4.6 0.6 86.7 65.3 71.6

管理職計 0.4 3.8 2.2 0.2 0.2 0.2 0.0 1.6 0.2 95.2 90.9 93.4

育児のため 介護のため 療養のため 経験なし

 

 

 

 

 

 

 

電機連合では、第64回定期大会における運動方

針にもとづき、「エイジフリー社会」を実現する

ための課題の検討を目的とした「ライフキャリア

研究会」を設置した。ライフキャリアとは、職業

のみならず人生全般から捉えるキャリアを指す。

本研究会では、現状の把握や意識、およびその課

題を明らかにするため「性格と仕事の経験」や

「ワークライフバランスと労働時間」「健康と介

護」「60歳以降の働き方」に関するアンケート調

査を実施しており、本稿では、一次集計した結果

の概要を報告する。 

 

【調査の実施概要】 

本調査は、組合員を対象にした組合員調査（A
票）と管理職を対象にした管理職調査（B票）の

２調査を行った。2017年５月に調査票を配布し、

７月に回収した。調査票の配布・回収状況は以下

の通りである。 

 

調査票配布対象者および回収状況 

調査票名 調査対象 配布数 回収数（回収率）

Ａ票 組合員調査 組合員 10,086 枚 8,819 枚(87.4％)

Ｂ票 管理職調査 管理職・幹部社員 605 枚 563 枚(93.1％)
※年齢・職種の記載がないもの、現在組合の専従役員は除いたサンプルで分析している。 

 

【調査回答者のプロフィール】 

(1) 性別・平均年齢 

性別をみると組合員は男性８割、女性２割、管

理職は男性９割半ば、女性は0.5割であった。 

平均年齢は組合員で38.7歳、管理職は47.9歳

（20代は０％）であった。 

 

(2) 家族構成、育児や介護・療養のための経験 

同居している家族をみると組合員

は「配偶者」が６割、「子ども」が４

割半ば、「親」が２割で、「いない」

が３割。管理職は「配偶者」が８割

弱、「子ども」が６割強、「親」が１

割、「いない」が２割。 

配偶者がいる場合の配偶者の働き方は組合員

で「フルタイム（４割）」と「パート（２割半ば）」

をあわせて６割強。管理職では「フルタイム（２

割）」と「パート（３割半ば）」をあわせて６割弱

である。また、仕事や介護のための経験を聞くと、

「育児のために休業を取得、短時間で働く」が組

合員の女性でそれぞれ２割程度みられた一方、管

理職では、「経験なし」が９割であった。 

育児や介護・療養のための経験 

 
 
 

「エイジフリー社会」を実現するために何が必要か 
～電機連合｢ライフキャリアに関するアンケート｣の一次集計結果報告～ 

電機連合 総合研究企画室（電機総研）

（単位：％）
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１．性格と仕事の経験 

(1) 性格 

自分の性格について当てはまるものを外向性、

誠実性、開放性、情緒安定性、協調性の５つのカ

テゴリーに分けて分析すると、全体的に［協調性］

が高い人が多く、［開放性］と［誠実性］も比較

的高い。一方、［外向性］はやや低めで、［情緒安

定性］では低い人が多い（不安が強い）（図表１）。 

また、ほとんどの項目で管理職が組合員より高

い傾向がみられる。 

 

(2) 仕事でとっている行動 

仕事する上で普段とる行動について組合員の

結果をみると｢失敗を教訓とする｣や「異なる意見

を聞く」「新技術などに関心を持つ」などが多い

反面、「他社の人とのネットワークを持つ」「自分

のスキルや能力の確認」「経験のない仕事や苦手

な仕事に挑戦」は少ない結果となった（図表２）。 

 

(3) 変化への不安 

将来、仕事や働き方に変化があった場合の不安

については組合員・管理職ともに「会議が英語」

「海外勤務」というグローバル化への不安や「仕

事の分野が大幅に変化」や「異なる業界で働く」

など仕事の変化への不安も高い結果となった（図

表３）。 

 

(4) 一緒に仕事をした人 

これまでに一緒に仕事をした経験のある人に

ついては、組合員では「他社の人等」「経験者採

用の人」が６割前後で多く、「出産育児で制約あ

る人」「外国籍の人」も３～４割いる。管理職で

は「自分より年下の部下」が８割ともっとも多い

結果となった（図表４）。 

 

図表１ 自分の性格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 仕事でとっている行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 変化への不安 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図表４ 一緒に仕事をした経験のある人 
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院
等
へ
の

通
学

定
期
的
な
勉
強
会
や
異

業
種
交
流
会
な
ど

そ
の
他
の
活
動

参
加
し
て
い
る
も
の
は

な
い

無
回
答

組合員計 管理職計（％）

２．ワークライフバランスと労働時間 

(1) 多様な人々との交流機会（継続的な参加・複

数回答） 

継続的な交流の機会については、組合員でみる

と「趣味やスポーツの集まり」が３割半ば、「町

内会など」「地域の行事」が２割台となっている

一方、「参加していない」も３分の１と少なくな

い結果となっている。管理職では、「町内会など」

が３割半ば、次いで「趣味やスポーツの集まり（３

割台）」となった（図表５）。 

 

図表５ 多様な人々との交流機会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 年次有給休暇（付与日数・取得率）と時間外

労働時間 

昨年度の有給休暇の新規付与日数は組合員で

21日以上が51.3％と半数強、管理職では61.5％。

有給休暇の平均取得日数は組合員で13.9日、管理

職は10.5日。平均取得率は組合員で65.1％、管理

職では47.8％と管理職は組合員に比べ取得率が

大幅に低くなっている（図表６）。 

また、組合員の普段１ヵ月の平均時間外労働時

間は23.8時間、繁忙月は49.5時間。管理職では平

均時間外は34.4時間、繁忙月は61.2時間とここか

らも、管理職の繁忙状況がうかがわれる。 

 

図表６ 年休の付与日数と取得日数 

 

 

 

 

 

 

(3) 平均的な一日の過ごし方 

平均的な出勤日の状況についてみると、自宅を

出る時間は、管理職が７時09分、組合員女性は７

時33分、組合員男性で７時42分。出社は８時～８

時20分。退社時間は、組合員女性が18時19分に対

し、組合員男性は１時間後の19時19分、管理職は

さらに20分後の19時41分となっている。通勤時間

は、約50分で、在社時間は組合員女性が10時間程

度、組合員男性が11時間程度、管理職は11時間半

程度となる（図表７）。 

 

図表７ 平均的な一日の過ごし方 
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ま
っ
た
く
な
い

月
１
～
２
回

月
３
～
４
回

月
５
～
９
回

月
1
0
～
1
4
回

月
1
5
～
1
9
回

月
2
0
回
以
上

無
回
答

平
均
（
回
数
）

件
数

組合員男性 2.2 2.9 7.4 25.8 21.8 11.3 27.8 0.8 12.9 4,601

組合員女性 1.5 2.3 6.5 13.7 13.6 11.9 49.7 0.8 15.9 1,180

1.1 3.7 7.5 43.2 22.1 7.1 15.1 0.2 8.9 438

家族との夕食回数（単身世帯以外）

性
別

管理職計

（単位：％）

平
日

休
日

平
日

休
日

平
日

休
日

組合員男性計 0.7 2.1 0.8 2.3 0.6 0.3 6,678

組合員女性計 2.1 3.4 0.8 2.3 0.5 0.2 1,708

管理職計 0.6 2.2 0.6 1.9 0.8 0.7 547

件
数

（単位：時間）

家事・育児・
介護

趣味・自己啓発
・学習

残務処理時間

(4) 各種の時間（平日・休日） 

家事・育児・介護の時間は平日の組合員男性・

管理職は平均１時間未満に対し、組合員女性は平

均2.1時間（図表８）。休日は組合員男性・管理職

は平均２時間程度、組合員女性は平均3.4時間と

男女の差が大きい結果となった。 

趣味・自己啓発時間は、男女に差はなく平日が

平均0.8時間、休日が平均2.3時間。管理職は若干

少なめの結果となった。 

残務処理時間も、男女にあまり差はなく平日が

平均0.6時間、休日は平均0.3時間。管理職は若干

多い結果となった。  

 

図表８ 各種の時間（平日・休日） 

 

 

 

 

 

(5) 家族との夕食の頻度（単身世帯以外） 

１ヵ月のうち家族と夕食をとる日数を聞くと、

月20回以上と回答しているのは組合員女性が半

数近くなのに対し、組合員男性は27.8％と少なく、

月平均回数でみても、女性は約16回に対し、男性

は約13回となっている（図表９）。 

管理職については月５～９回が４割弱ともっ

とも多く、平均回数は約９回となった。 

 

図表９ 家族との夕食の頻度 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 勤務時間外の仕事場所と心がけていること 

勤務時間外に仕事すること（メールをチェック

するなど）がある場所は組合員は「家（平日・休

日）」「通勤中」はいずれも３割程度、「出張先」

も２割程度となっている。一方、管理職は「家（休

日）」が６割強となっており、それ以外の場所で

も４割強となっている。 

勤務時間外に仕事をするための資料の持ち帰

りについては、制限付きを含めた＜できる（でき

る＋一定の条件のもとでできる）＞が組合員で４

割強、管理職では６割強、メールチェックについ

て＜できる＞は、組合員で６割弱、管理職では８

割強となった。勤務時間外に仕事をする際に心が

けていることや実践していることについては、

「緊急時のみに限定」が資料の持ち帰りでは各層

とも４割強、メールチェックでは、各層とも３割

強となった。 
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い
る
・
同
居

い
る
・
別
居

い
な
い

無
回
答

い
る
計

2.8 6.8 90.0 0.3 9.6
20代以下 1.8 4.1 93.8 0.2 5.9
30代 1.7 4.7 93.1 0.5 6.4
40代 3.3 8.1 88.3 0.3 11.4
50代 6.4 14.4 79.1 0.1 20.8

3.7 9.1 86.8 0.4 12.8
20代以下 1.2 5.0 93.8 0.0 6.2
30代 1.7 7.3 90.7 0.4 8.9
40代 4.2 10.4 84.7 0.7 14.6
50代 9.4 15.7 74.5 0.4 25.1

1.6 9.7 88.5 0.2 11.3管理職計

組合員男性計

年
齢
別

組合員女性計

年
齢
別

（単位：％）
（単位：％）

あ
る
・
三
大

疾
病

あ
る
・
メ
ン

タ
ル
疾
患

あ
る
・
１
～

２
以
外

な
い

無
回
答

件
数

組合員男性計 0.9 2.4 13.2 83.3 0.2 6,678
組合員女性計 1.3 1.4 17.7 79.2 0.4 1,708
管理職計 1.5 0.9 23.2 74.2 0.2 547

通院の必要な病気

5.7 

6.3 

5.6 

3.6 

6.9 

14.3 

90.7 

86.8 

80.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理職計

組合員女性計

組合員男性計

ある・三大疾病 ある・メンタル疾患 ある・１～２以外

1.5 

47.2 

17.2 

7.1 

19.9 

6.0 

20.8 

1.6 

63.3 

8.4 

13.8 

6.9 

10.6 

8.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

情報収集したり研修を

受けていない

１～４以外の方法で情

報収集した

組合から配布されたパ

ンフを読んだ

会社から配布されたパ

ンフを読んだ

組合から案内された研

修を受講した

会社から案内された研

修を受講した

組合員計

管理職計

(%)

３．健康と介護 

(1) 定期的な通院を必要とする病気の有無と仕

事の両立 

定期的な通院を必要とする病気について、組合

員男性では16.5％が＜ある（三大疾病＋メンタル

疾患＋それ以外）＞と回答。組合員女性では

20.4％、管理職では25.6％が＜ある＞と回答（図

表10）。 

そのうち、＜ある＞と回答した人の病気につい

て内訳をみると三大疾病（がん、心筋梗塞、脳卒

中）・メンタル疾患以外が80～90％となっている

（図表11）。三大疾病については各層で６％前後

となっているが、メンタル疾患については組合員

男性で15％弱となっており、他の層よりも若干高

くなっている。 

定期的な通院（２週間に１回程度）と仕事の両

立について、組合員では５割強、管理職では６割

強が＜両立できると思う＞と回答。また、“がん”

と診断されたときに会社や上司に話せる雰囲気

が＜ある＞と感じている人が７割～８割と多い

結果となった。 

 

(2) 介護が必要な家族の有無と情報収集状況 

介護の必要な家族が＜いる（同居・別居）＞に

ついては、組合員で約１割、うち同居は３％程度

（図表12）。年齢の上昇とともに、＜いる＞率が

上昇している。 

この３年間での仕事と介護の両立に関する情

報収集については、「情報収集したり研修を受け

ていない」が６割強ともっとも多く、研修やパン

フレットでの情報収集は１～２割にとどまって

いる（図表13）。 

 

図表10 通院の必要な病気          図表12 介護の必要な家族の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表11 通院が必要な病気の内訳      図表13 仕事と介護の両立に関する情報収集 
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介
護
休
業
は
仕
事
の

継
続
体
制
構
築
期
間

介
護
休
業
は
介
護
に

専
念
す
る
為
の
期
間

両
立
に
関
す
る
職
場

理
解
は
進
ん
で
い
る

両
立
に
関
す
る
職
場

理
解
は
遅
れ
て
い
る

組合員計 35.7 36.8 18.0 32.1 8,399

管理職計 40.4 33.8 26.3 29.1 547

介護休業に関する
考え方

仕事と介護の両立
に関する考え方

件
数

（単位：%）

44.8 43.9 

34.5 

20.9 
18.1 

32.6 

0.9 

66.9 

61.6 

55.2 

31.8 33.5 

14.4 

0.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

利
用
に
は
要
介
護
認

定
の
手
続
が
必
要

要
介
護
認
定
は
要
支

援
と
要
介
護

介
護
保
険
料
の
支
払

い
は
４
０
歳
か
ら

相
談
先
は
地
域
包
括

支
援
セ
ン
タ
ー

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら

れ
る
の
は
６
５
歳
以
上

知
っ
て
い
る
も
の
は

一
つ
も
な
い

無
回
答

組合員男性計 管理職計（％）介
護
す
る
可
能
性

が
か
な
り
高
い

介
護
す
る
可
能
性

が
少
し
あ
る

介
護
す
る
こ
と
は

な
い

無
回
答

可
能
性
あ
り
計

件
数

11.9 52.5 35.3 0.3 64.4 5,416

20.7 52.3 26.3 0.7 73.0 1,304

18.3 61.6 19.6 0.5 79.9 547

（単位：％）

管理職計

組合員男性計（30-50代）

組合員女性計（30-50代）

40.3 

23.1 

30.2 

19.9 

30.1 

28.1 

39.6 

46.7 

41.5 

0.2 

0.1 

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理職計

組合員女性計

組合員男性計

続けられると思う 続けられないと思う わからない 無回答

(3) 介護の可能性と仕事の継続 

今後５年間のうちに家族・親族を介護する可能

性について、＜可能性あり＞は30～50代の組合員

男性は約65％、組合員女性では73％、管理職にお

いては約80％を占めている（図表14）。 

介護が必要になった場合、仕事を続けられるか

については「わからない」がいずれの層も４割前

後と多く（図表15）、介護への不安も＜感じる＞

がいずれの層も９割前後と多数を占める結果と

なった。 

 

 

 

 

(4) 介護休業制度や両立に関する考え方 

実際に介護をすることになった場合、会社や上

司に介護と仕事の両立を相談できる雰囲気の有

無については＜ある＞が６割強と多い。公的な介

護保険制度の認知度では「知っているものは一つ

もない」が３割強（管理職は１割強）と特に若年

層に多い。40代以上でも「サービスを受けられる

のは65歳以上」「相談先は地域包括支援センター」

等の周知度はほかの項目よりも低くなっている

（図表16）。 

また、介護休業制度はいまだに「介護に専念す

るための休業」という認識も多く、「両立に関す

る職場の理解も遅れている」という人も３割程度

と少なくない（図表17）。 

 

図表14 家族・親族の介護の可能性        図表16 公的な介護保険制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表15 介護をしながらの仕事の継続       図表17 介護休業と両立に関する考え方 
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5.7 

17.2 

11.3 

36.4 

8.4 
10.4 

0.4 1.3 

1.6 

7.3 

16.8 

34.7 

9.1 

23.2 

3.3 

3.7 

0.0 
0.2 

0.2 

8.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0
管理職計（問わず） 管理職計（今の勤務先）（％）

16.7 

26.5 

8.6 

20.5 

3.6 
6.7 

0.2 1.2 
2.3 

13.5 

28.5 

30.2 

6.4 

13.1 

1.4 1.6 
0.0 

0.2 0.5 

17.9 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

組合員女性計（問わず） 組合員女性計（今の勤務先）
（％）

9.0 

23.1 

9.0 

31.3 

5.7 

7.7 

0.6 
1.3 

2.7 

9.4 

19.3 

27.6 

7.1 

22.8 

2.7 

3.0 

0.3 0.4 0.7 

15.8 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

組合員男性計（問わず） 組合員男性計（今の勤務先）

（％）

（単位：％）

い
る

い
な
い

無
回
答

組合員計 56.7 43.0 0.3 8,399

管理職計 59.6 40.2 0.2 547

60歳以上で働いている人 件
数

49.1 48.6 

40.9 

31.6 
29.9 28.2 

28.1 27.0 

8.8 

2.3 0.6 0.3 0.4 

58.7 

48.4 
48.4 

19.6 

28.0 
26.5 

21.9 

33.5 

9.5 

1.5 0.4 0.2 

0.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

自
身
が
必
要
と
さ
れ
る
と

感
じ
ら
れ
る

仕
事
に
見
合
っ
た
処
遇
が

さ
れ
る

技
能
・
能
力
を
活
か
せ
る

仕
事
に
就
け
る

正
社
員
と
し
て
働
け
る

希
望
す
る
勤
務
地
で
働
け

る

希
望
す
る
職
場
で
働
け
る

希
望
す
る
日
数
や
時
間
で

働
け
る

成
果
に
見
合
っ
た
処
遇
が

さ
れ
る

役
職
や
責
任
が
変
わ
ら
な

い

能
力
開
発
や
教
育
訓
練
の

機
会
が
あ
る

そ
の
他

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

無
回
答

組合員計 管理職計（％）

４．60歳以降の働き方 

(1) 職場での60歳以上の就労者の有無と仕事へ

の意欲の維持（１～３位） 

職場に60歳以上で働いている人がいるかにつ

いて、「いる」は約57％（図表18）、これらの人の

仕事意欲への評価は割れている。 

60歳以降も意欲をもって働くために必要だと

思うこと（３つ以内選択）については、「必要と

されると感じる」と「仕事に見合った処遇」をい

ずれも組合員の約半数があげ、「技能・能力を活

かせる仕事」は４割、「正社員として働ける」は

３割強となった。管理職についても上位３位につ

いては、おおむね同様の傾向であった（図表19）。 

 

 

(2) 何歳まで働きたいか 

勤務先を問わず就労を希望する年齢を聞くと、

組合員男性では「65歳」が３割ともっとも多く、

次いで「60歳」が約４分の１と続く（図表20）。

ただし、今の勤務先に限定すると「60歳」が約３

割ともっとも多くなり、「59歳以下」も約２割と

定年かその前に辞めたい人が５割を占めるよう

になる。その傾向は管理職も同様である（図表22）。 

組合員女性で見ると、いずれも「60歳」がもっ

とも多いが、今の勤務先に限定すると「59歳以下」

が約３割となり、定年かその前に辞めたい人が６

割を占めるようになる（図表21）。 

また、60歳以降も働きたい理由は、「生活が成

り立たないから」が組合員で約７割、管理職で約

６割ともっとも多くあげられた。 

 

図表18 60歳以上の就労者の有無      図表20 就労希望年齢（組合員男性） 

 

  

 

 

 

図表19 意欲をもって働くために必要なこと 

                          図表21 就労希望年齢（組合員女性） 

 

 

 

 

 

 

                          図表22 就労希望年齢（管理職） 
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(3) 60歳以降の仕事や働き方に求めること 

勤務先の現行制度下で60歳以降に働く場合の

希望を聞くと、組合員では仕事内容は「同じ」で

難易度は「より易しい」、責任は「より軽い」が

それぞれもっとも多いが、仕事内容には「こだわ

らない」人も３割程度と少なくない。役職は「こ

だわらない」が５割強ともっとも多く、「同じ職

場」で「残業なしフルタイム」を望んでいる人が

もっとも多くなった。なお、就業形態では「正社

員」の希望が多い。管理職では、仕事内容・難易

度・役職・職場には「こだわらない」がもっとも

多く、責任については「より軽い」が多く、労働

時間は「残業なしフルタイム」を望んでいる人が

もっとも多かった。就業形態については、組合員

同様「正社員」の希望が多い結果となった。 

 

(4) 定年制度についての考え方 

定年制度についての考え方については、「選択

定年制」と回答した人が組合員・管理職ともに約

４割ともっとも多く、次いで「定年60歳、継続雇

用・再雇用制度」と４分の１程度が回答している

が、「65歳定年」についても２割程度が選択して

いる（図表23）。 

 

おわりに 

本稿では、一次集計の概要を報告したが、再分

析にあたり数値が変わる可能性もある。また今後

は、研究会の専門委員の先生方による分析を行い、

2018年７月を目処に「電機総研研究報告書シリー

ズNo.17 ライフキャリアに関する研究会報告

（仮）」で詳細な報告を掲載する予定である。 

 

 

図表23 定年制度についての考え方 
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電機連合 総合研究企画室（電機総研） 

 

厚生労働省が６月に発表した人口動態統計によると、2016年に生まれた子どもの数は97万6,979人と

なり、1899年に統計を取りはじめて以来、初めて100万人を割り込んだ。また、1997年以降、専業主婦

世帯を共働き世帯が上回り、年々増加を続けている。このような現状のなか、子育て世帯は育児や働き

方に対してどのように考えているのか。子育て世帯に実施した「子育てに関するアンケート調査（明治

安田生命）」の中から必要な費用やイクメンの現実、育児の対価、働き方について紹介する。 

 

・調査対象：20〜59歳の子どものいる既婚男女 ・調査方法：インターネット調査 

・有効回答者数：1,032人  

回答者の内訳 

 20 代 30 代 40 代 50 代 計 

男性 129 129 129 129 516 

女性 129 129 129 129 516 

計 258 258 258 258 1,032 

 

１．子育て費用でもっとも負担なのは学費 

 

(1) 子どもと子育て費用に関する意識 

「子育てにかかるお金のうち、負担が大きい

と感じているもの」を聞くと、「学費」が44.5％

ともっとも多く、次いで「習い事やお稽古事の

費用（25.0％）」「学習塾・家庭教師の費用

（23.1％）」となった。「子育てで足りないと感

じている金額」については月額で平均27,097円

となり、不足分を補うために「もっと自身の収

入が必要」と考える人が79.7％と全体の約８割

となった（図表１）。また、「もっと配偶者の収

入が必要だ」と考える人の割合を男女別にみる

と、男性は41.3％に対し、女性は75.8％となった。 

 

図表１ 子育て費用を確保するために必要なもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

おもしろデータ 
明治安田生命調査より  

育児の対価を年収にすると？ 世の中に公開されているデータから 

電機総研メンバーが「面白いかも」と

思ったものを紹介する。 
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２．「イクメン」の現実 

(1) 「イクメン」に対する意識 

子どもがいる男性１に対し、自分がイクメン

かどうか聞くと、＜そう思う（そう思う＋どち

らかというとそう思う）＞は48.5％と約半数（図

表２）。また、子どもがいる女性に「夫がイクメ

ンかどうか」を聞くと、＜そう思う＞が51.8％

と半数を超えており、特に20代、30代の女性に

ついては64.0％が＜そう思う＞と回答しており、

若い世代ほど、育児の男女平等が浸透している

ことがうかがわれる。 

 

図表２ イクメン評価（年代別） 

（％）

    
イクメンだと

思う 

どちらかとい

うとイクメン

だと思う 

どちらかとい

うとイクメン

だと思わない 

イクメンだと

思わない 

男性 

全体 7.4 41.1 35.3 16.3

20 代 9.3 52.7 31.0 7.0

30 代 7.0 51.2 30.2 11.6

40 代 7.0 35.7 37.2 20.2

50 代 6.2 24.8 42.6 26.4

女性 

全体 12.8 39.0 20.9 27.3

20 代 18.6 46.5 16.3 18.6

30 代 16.3 46.5 16.3 20.9

40 代 10.9 34.9 24.0 30.2

50 代 5.4 27.9 27.1 39.5

 

(2) 「イクメン」の現実 

次に「イクメンである」と回答した人にその

理由を聞くと、「子どもの入浴やおむつ替え、夜

泣きの対応ができる」が男女ともにもっとも多

く、男性53.6％、女性51.7％となった（図表３）。 

一方、「イクメンではない」と回答した理由に

ついては、男性は「家事は妻に任せっきりだ」

がもっとも多く39.5％、次いで「ご飯を作らな

い、または作るが片付けはしない（28.9％）」と

なった（図表４）。女性の理由をみると、「子ど

もより自分のことを優先する」がもっとも多く

40.6％、次いで「家事は妻に任せっきりだ

（37.8％）」となった。 

男女で比較してみると「子どもより自分のこ

とを優先する（男性12.4％、女性40.6％）」や「妻

に言われないと家事や育児をしない（男性8.3％、

女性28.5％）」には大きなギャップが生じており、

やりたいことだけ、やりたいときだけと気まま

に育児をする夫に対して「イクメンではない」

と感じているようだ。 

 

 

１ 現在、０～６歳児がいない人には当時を振り返って回答してもらっている 
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図表３ 男性／女性が「自分／夫はイクメンである」と回答した理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 男性／女性が「自分／夫はイクメンではない」と回答した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３．育児の対価は年収約237万円 

(1) 育児の対価に対する意識 

育児に対して対価がもらえるとした場合、年

収ベースでの金額を聞くと平均で237.5万円と

なった（図表５）。男女別にみても男性236.2万

円、女性238.9万円と大きな差はみられなかった

が、男性のうち０円と回答した人は11.5％と女

性の3.3％と大きな差がみられた。また、０円と

回答した男性の66.1％が「イクメンだと思わな

い」と回答していることがわかった。 
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図表５ 育児（０～６歳児）に給与がもらえるとすると年収はいくらか 

  0円 ～10万円 ～50万円 ～100万円 ～300万円 ～500万円 ～1000万円 
（％）

平均金額
（万円）

全体 7.4 9.1 2.9 16.8 38.2 19.7 6 237.5
男性 11.5 10.4 4.1 16.8 28.6 20.2 8.4 236.2
女性 3.3 7.8 1.6 16.7 47.8 19.2 3.7 238.9

 

４．子育て中の働き方 

(1) 育児休暇の取得状況 

子育て中の働き方について「育児にもっと参

画すべきだ」と考える男性は49.2％と約半数を

占めるものの、「育児休暇を取るべきだ」は

38.5％、「取得したことがある」は25.6％にとど

まっている。取得状況を年代別にみると、20代

男性は32.6％、30代男性は31.0％と３割を超え

ているのに対し、40代以上は19.4％と世代間

ギャップが顕著となった。 

 

(2) 両立支援と職場環境 

就業中の人に現在の職場は「子育てをしなが

ら働きやすい環境かどうか」を聞くと49.1％が

働きやすいと回答。特に20代の女性は72.7％が

働きやすいと回答しており、40代以上のギャッ

プが顕著となった。 

また、「子育てと両立して働くために必要だと

思うこと」については、自分の職場の働きやす

さに関わらず「休暇の取りやすい職場の雰囲気」

との回答がもっとも多い結果となった。年代別

にみると、20代、30代では「上司の理解（イク

ボスの推進）」が３割とほかの年代よりも多く、

子育てしながら働きやすい職場づくりには周囲

の理解やサポートが求められていることがうか

がわれる結果となっている（図表６）。 

 

図表６ 両立して働くために必要だと思うこと（年代別）      （％） 

  20 代 30 代 40 代 50 代 

休暇の取りやすい職場の雰囲気 71.8 69.0 61.5 59.6

時間のコントロールのしやすさ 34.3 41.5 38.9 26.8

育児や介護などで左右されない評価基準 16.9 10.9 11.5 14.9

上司の理解（イクボスの推進） 33.5 33.5 27.5 17.9

育児やイクメンに関する社内教育 9.3 4.8 2.9 5.1

女性に対するモチベーションアップのための社内研修 2.4 1.6 2.5 2.6

家事代行サービスの補助など家事と育児に対する補助 3.6 2.4 2.9 5.1

職場の在宅勤務制度の充実 8.5 10.5 9.4 11.5

職場からの認可保育園にかかる補助 8.5 3.6 2.9 3.8

遠隔地勤務制度の導入 0.0 1.2 0.8 2.6

職場における制度利用時の手続きの簡略化 2.8 2.8 3.7 5.1

企業内保育園 12.1 9.7 6.6 10.2

メンタルヘルスに関する予防や対策 1.2 4.4 4.1 3.8

働き方改革で業務の省力化 4.0 4.0 2.5 7.2

実家の家事や子育てへの協力 4.8 7.7 7.4 5.1

配偶者の家事や子育てへの協力 16.5 22.2 18.0 19.1

公的な支援・補助 13.7 15.3 15.2 17.9

生活資金（給与） 15.7 9.3 14.8 17.4

その他 0.4 0.0 1.6 1.3
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政局優先の政治と政局偏重の報道に終止符を 
 

ジャーナリスト 森 一夫 
 

筆者は新聞記者時代から企業取材が長く、政治問

題には門外漢である。しかしかねてより政治につい

て疑問に思うことがある。それは政局あって政策な

しに見える点である。 

「政局」という言葉は、政治記事によく出てくる。

「政局が動く」とか「政局はどうなる」という具合

だ。要は、権力闘争を指している。どの政党が政権

につき、誰が権力を握るのかを巡る、様々な思惑、

動きを総称する。 

これはもちろん重要で、「政局」、つまり権力闘争

の意義を否定しない。ところが手段であるべき「政

局」が目的になり、本来の目的である「政策」は後

回しの感がある。マスコミにも責任がある。政局を

追う報道に偏り、政策の評価、分析が弱いからだ。 

先の総選挙で自民党が圧勝して、安倍晋三首相は

「来年秋の自民党総裁選での３選に向けて、足がか

りを築いた」（10月23日付読売新聞社説）といわれる。

だがポスト安倍は誰なのかは常に世の関心事である。

いく人かの政治家の名前が下馬評に上がり、マスコ

ミや政治評論家がいろいろ論評している。 

しかし不思議なのは、どのような政治的実績、政

策、理念があって、有力といえるのかがはっきり示

されないことだ。例えば自民党の野田聖子氏である。

来る総裁選に早々と「出る」と表明しており、マス

コミは将来の「初の女性首相」候補と持ち上げる。 

だが野田氏は、郵政解散のときに、郵政民営化反

対を主張して小泉純一郎首相を厳しく批判し、離党

して選挙に出た。当選したものの、後に党にわびを

入れて復党した。野田氏で印象に残るのはこれくら

いで、他にどんな大きな業績があるのか知らない。 

企業経営者の場合は、まず実績があって人気は後

からである。例えばヤマト運輸（現ヤマトホールディ

ングス）の故小倉昌男社長は、宅配便を始めて、大

成功を収め、引退後には、福祉事業に力を入れ、社

会的にも尊敬された。 

企業は数字で結果が早く出るので、経営者の評価

はしやすいともいえる。それにしても政治家の評価

はあいまい過ぎないか。政治家は政策、理念よりも、

政局の中心にいるかどうかが政界では重視され、マ

スコミもそうした点に注目する。 

希望の党をつくった小池百合子東京都知事は典型

的である。都知事選、都議会選で圧勝したので、当

初、マスコミも政治評論家も、安倍政権を今にも倒

すのではないかと飛びついた。小池氏の巧みなメ

ディア戦略で起こされた内容空疎な風は長持ちせず、

選挙は完敗に終わった。 

民進党の衆議院の勢力が分解したのは、政策より

政局の極みといえる。思いのほか議席を得た立憲民

主党の枝野幸男代表は「理念の筋を通した姿勢を感

じてもらえたのではないか」（10月23日付毎日新聞）

と自賛する。だが希望への合流を決めた両院議員総

会で、代表代行として前原誠司代表の合流案に賛成

したのではなかったか。 

５年前に政権を失った旧民主党が衣替えした民進

党は、重要な政治課題で内部の意見をまとめられな

いまま、共産党との共闘の是非を巡って数合わせの

議論に終始してきた。 

ここ半年以上は、森友・加計問題で安倍首相をマ

スコミと一緒に追及して、政局を起こそうと躍起に

なった。しかし世論調査での民進党の支持率は低迷

するばかり。その結果、民進党は理念も政策も投げ

捨てて、希望の党への合流をはかったわけである。 

この節操なき動きをどうみるのか、連合の神津里

季生会長に10月23日の記者会見で尋ねてみた。「離党

者がぽろぽろ出て、このまま座して死を待つのか。

そこでの前原代表の決断を尊重したい」という。「民

進党は背に腹を代えられなかった」は、選挙に通れ

ば政策、理念は二の次でよいと聞こえる。 

「巨大与党と１対１の構図をつくらなければなら

ない」と神津会長は野党の結集に期待する。しかし

ただ集まっても、政策、理念がばらばらで、すぐに

壊れる寄せ木細工では意味が無い。 

もっとも元民進党で当選した議員の中には「政策

は後からついてくる」と開き直る人もいる。正直な

のは結構だが、そうした政局優先の政治はもはや通

用しないだろう。また権力ゲームに引きずられ時に

あおる政局に偏った報道も限界である。 

まだ混とんとしているが、日本の政治は大底を打

ち、時間がかかろうとも政策を競うものに変わって

行くと信じたい。 
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